
6
- - - - - 0.0

03020000  ＩＣＴ関連企業集積と産学官連携の推進

幸
福

身に付けた知識や技術を仕事や趣味の場で活かせる機会があると感じている人の割合
4

39 43 46 50 50 -
％ 36.3

- - - - - 0.0

03030000  農林業の振興と担い手の支援
暮
ら
し

農業後継者（販売農家）の有無の割合
5

58.6 58.6 58.6 58.6 58.6 -
％以上 58.6

- - - - - 0.0

03030000  農林業の振興と担い手の支援

幸
福

身に着けた知識や技術を仕事や趣味の場で生かせる機会があると感じる人の割合
6

39 43 46 50 50 -
％ 36.3

- - - - - 0.0

政    策 :

担当部長職・氏名

１．政策の実現状況を明らかにする
(１) 計画のビジョン（政策が実現できたときの状態）

(２) 政策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No 政 策 目 標 指 標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 政策を構成する基本施策及び目標値の達成状況
基 本 施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
基 本 施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ａ 最終更新日：平成 31年 4月26日 1頁

後期基本計画 平成３１年度 政策方針書

０３ 地域の産業がより活性化し、次代を見据えた挑戦を続けるまち

経済産業部長  長内　司善

目指す姿は「競争力・市場性のある産業と、安定した雇用・定住・後継者育成が循環的に発展するまち」です。各産業分野

と労働力が、滝沢市の特性や地域資源を活用しながら、交流人口、異業種連携、付加価値などによりバランスよく発展する

とともに、市民や地域が潤っている状況です。

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成34年度

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成34年度

暮
ら
し

自分の仕事に満足している人の割合

1 57 58 60 61 61 -
％ 55.1

- - - - - 0.0

幸
福

身に付けた知識や技術を仕事や趣味の場で活かせる機会があると感じる人の割合

2 40 43 47 50 50 -
％ 36.3

- - - - - 0.0

03010000  地域の潤いにつながる観光資源の発信
暮
ら
し

滝沢市の地場産品をよく買っている人の割合
1

43.9 46 48 50 50 -
％ 41.9

- - - - - 0.0

03010000  地域の潤いにつながる観光資源の発信

幸
福

滝沢市に愛着がある人の割合
2

76 77 78 80 80 -
％ 74.6

- - - - - 0.0

03020000  ＩＣＴ関連企業集積と産学官連携の推進
暮
ら
し

法人事業所数
3

956 956 956 956 956 -
所以上 95



３

り、次代の担い手の育

．

成・確保に努め、

　日

政

本型直接支払制度や森

策

林整備を推進し、農地

の

や森林が有する多面的

実

機能の持続的な発揮を

現

目指します。また、産

に

直施設

　のネットワー

向

ク化や食育と連携した

け

食の安全・安心を基本

て

とする地産地消を推進

の

し、第６次産業等と複

取

合的な、持続可能

　な

り

農林業を育成します。

組

(２) 基本計画内の

み

取り組みと方針のうち

を

、平成31年度の重点

決

課題
・「地域の潤いに

定

つながる観光資源の発

す

信」については、ビッ

る

グルーフ滝沢を活用し

(

た情報発信に取組みま

１

す。また、平成

　28

)

年度に実施した「馬資

 

源を活用した農産物の

政

ブランド化・地域共創

策

事業」のとりまとめ、

の

展開を図りながら、地

達

域資源

　を活用した新

成

たな観光政策のありか

（

たについての検討を始

実

めます。

・「ＩＣＴ関

現

連企業集積と産学官連

）

携の推進」については

に

、企業誘致を促進する

向

とともに、人材と企業

け

がともに成長しやす

　

た

い環境整備や、ＩＴ関

基

連企業と地域の連携を

本

推進します。また、新

計

たな産業用地や企業振

画

興の基本的方針の検討

期

に努めま

　す。

・「農

間

林業の振興と担い手の

内

支援」については、農

の

地中間管理事業を活用

取

した担い手への農地集

り

積の推進、日本型直接

組

支払

　の推進と産直や

み

食育と連携した地産地

と

消を推進し、持続可能

方

な農業経営体の育成を

針

図ります。また、森林

様

環境譲与税によ

(３)

式

 基本計画内方針及び

Ａ

平成31年度重点課題

最

に基づく優先順位の考

終

え方
・「地域資源を活

更

用した戦略的な産業振

新

興」については、観光

日

等の情報発信や新たな

：

観光戦略について取り

平

組むほか、馬事

　文化

成

の詳細記録保存につい

 

て検討します。

・「Ｉ

3

ＣＴ企業集積と産学官

1

連携の推進」について

年

は、継続的な企業誘致

 

の推進、地元企業の振

4

興、ＩＣＴによる地域

月

課題

　解決等、ＳＩＣ

2

周辺への企業誘致等に

6

ついて検討します。

・

日

「農林業の振興と担い

2

手の支援」については

頁

、農地中間管理事業に

後

よる農地集積の推進、

期

日本型直接支払の実施

基

、畜産振

　興を支援す

本

る相の沢牧野の運営管

計

理や新たな森林環境譲

画

与税を活用した森林活

 

性化の長期計画を検討

平

します。

成３１年度 政策方針書

０３ 地域の産業がより活性化し、次代を見据えた挑戦を続けるまち

経済産業部長  長内　司善

　盛岡西リサーチパークや、イノベーションセンター・同パークには、今後本市産業の核となると思われる企業が集積しつ

つあります。また、第１次産業におい

政

ても、特産物、ブラン

 

ド化、販促など、毎年

 

あらたな取り組みが民

 

間で活発に行われ

てい

 

ます。

　一方で、都市

策

一極集中等による人手

:

不足は継続しており、

担

労働力は売り手市場化

当

は明確です。また、農

部

業分野、市内小規

模企

長

業などでは、後継者不

職

足などによる事業の承

・

継等の将来に不安があ

氏

る状況です。

　世界規

名

模では、ＴＰＰ１１を

２

はじめとした関税引き

．

下げ協定、低価格化競

政

争、新商品などに対す

策

る、第１次産業等市内

の

生

産者等に、先行きの

実

不安感があります。ま

現

た、人材不足、高齢化

に

による事業の継承につ

向

いても、色々な課題が

け

生じてきてい

ます。

　

て

一方で、インターネッ

の

トや物流は以前成長が

現

続いており、本市農業

状

や中小企業にも直接関

を

係しています。ＩＣＴ

認

関連の今

後の成長によ

識

っては生産、ＰＲ、決

す

済、開発などに大きな

る

影響を及ぼすことが推

(

測されます。

　更に、

１

海外市場についても、

)

外人観光客の入込を含

 

め、各産業への影響が

政

広がりつつあります。

策

・「地域の潤いにつな

目

がる観光資源の発信」

標

については、ビッグル

の

ーフ滝沢と連携しなが

進

らイベント開催による

捗

各種情報の

　発信をし

状

ます。観光物産につい

況

ては、既存の自然や文

分

化、ブランドをいかし

析

つつ、新たな地域資源

(

のほりおこし、新たな

２

　情報発信、観光地と

)

しての受け入れ態勢（

 

おもてなしの心など）

政

の整備等に努めます。

策

・「ＩＣＴ関連企業集

の

積と産学官連携の推進

実

」については、イノベ

現

ーションセンター・パ

に

ークを拠点とした産学

影

官連携を推

　進し、人

響

材育成、地域課題等、

す

プログラミング教室な

る

どに取り組みます。ま

社

た、新たな産業拠点に

会

ついての検討を行いま

環

　す。

・「農林業の振

境

興と担い手の支援」に

変

ついては、農地集積の

化

推進、畜産の振興によ



政    策 :

担当部長職・氏名

(４) 所管基本施策別事業費計画表
基    本    施    策    別    事    業    費    計    画    額

No 基 本 施 策 名
４ヵ年計

前 年 度 比 較 (%)

様式Ａ 最終更新日：平成 31年 4月26日 3頁

後期基本計画 平成３１年度 政策方針書

０３ 地域の産業がより活性化し、次代を見据えた挑戦を続けるまち

経済産業部長  長内　司善

平成31年度 平成32年度 平成33年度平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

03010000  地域の潤いにつながる観光資源の発信
1

69,357 61,288 13.2 69,092 69,092 69,092 276,633

03020000  ＩＣＴ関連企業集積と産学官連携の推進
2

133,437 144,849 △7.9 130,936 130,936 132,936 528,245

03030000  農林業の振興と担い手の支援
3

187,172 160,689 16.5 204,175 206,118 211,486 808,951


